
あいち農業農村多面的機能等委員会開催要領

（目的）
第１条 農村地域に広く分布する農地や農業用水利施設等の資源と環境の良好
な保全と質的向上を図る活動（以下、「農業農村多面的機能活動」という。）、
並びに化学肥料や化学合成農薬の使用を減らして自然環境の保全に資する活
動（以下、「環境保全型農業活動」という。）を支援する農業農村多面的機
能支払事業並びに環境保全型農業直接支援対策について第三者の意見を求
め、これを適切に推進するため、「あいち農業農村多面的機能等委員会」（以
下、「委員会」という。）を開催する。

（所掌事務）
第２条 委員会は前条の目的を達成するため、次に掲げる事項について意見交
換を行う。
一 農業農村多面的機能活動及び環境保全型農業活動の実施状況について
二 農業農村多面的機能活動及び環境保全型農業活動の評価について
三 前各号に定める事項のほか、農業農村多面的機能支払事業の適切な推進
等に必要な事項について

（構成）
第３条 委員会は別紙に掲げる委員により構成する。

（委員長等）
第４条 委員会には委員長を置く。
２ 委員長は委員の互選により選出する。
３ 委員長は委員会を代表し、委員会の意見をとりまとめる。
４ 委員長に事故があるときは、他の委員の中から互選で委員長代理を選出し、
委員長代理が委員長の職務を代行する。

（委員会の開催）
第５条 委員会は、農林基盤局農地部長が招集する。
２ 委員会が必要と認めるときは、農業農村多面的機能支払事業並びに環境保
全型農業直接支援対策の関係者に委員会への出席を求めることができる。

３ 委員会は原則公開とする。ただし、次の各号のいずれかに該当する場合は、
この限りでない。
一 愛知県情報公開条例（平成１２年愛知県条例第１９号）第７条に規定す
る不開示情報が含まれる事項について議題にする場合。

二 公開することにより、委員会の適正な運営に著しい支障が生ずると認め
られる場合。

（事務局）
第６条 委員会の事務局は、農林基盤局農地部農地計画課と農業水産局農政部
農業経営課が協力して務める。

（その他）
第７条 委員会の議事録は事務局が作成し、５年間保存する。
２ この要領に定めるもののほか、委員会の運営等に関し必要な事項は別に定
める。



附 則
この要領は平成１９年１１月１日から施行する。
この要領は平成２４年５月８日から施行する。
この要領は平成２６年７月４日から施行する。
この要領は平成２７年１月２８日から施行する。
この要領は平成２８年６月８日から施行する。
この要領は平成３０年９月１２日から施行する。
この要領は令和元年７月１１日から施行する。
この要領は令和２年１１月１９日から施行する。
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